
26

26
27

27

（注）１．名簿には、前年度中に特別加入者であった者及び申告
時において特別加入の承認を受けている者のみを記載し、
これから承認を受ける見込みの者は記載しないこと。

２．派遣者区分欄は、JICA等の技術協力の実施の事業を行
う団体から派遣されている者の場合は　　、日本国内の事
業から「労働者」として派遣されている者の場合は　　、
日本国内の事業から「中小事業の代表者等」として派遣さ
れている者の場合は　　と表示すること。

３．給付基礎日額区分欄は、給付基礎日額が前年度（確定）
と当年度（概算）が同額の場合は　　、変更を希望する
場合は　　、脱退者は、　　と表示すること。

４．整理番号は脱退者を除き各年度１番より振り出すこと。

○協
○労

○代

○継
○変 ○退

（注）１．名簿には、前年度中に特別加入者であった者及び申告
時において特別加入の承認を受けている者のみを記載し、
これから承認を受ける見込みの者は記載しないこと。

２．派遣者区分欄は、JICA等の技術協力の実施の事業を行
う団体から派遣されている者の場合は　　、日本国内の事
業から「労働者」として派遣されている者の場合は　　、
日本国内の事業から「中小事業の代表者等」として派遣さ
れている者の場合は　　と表示すること。

３．給付基礎日額区分欄は、給付基礎日額が前年度（確定）
と当年度（概算）が同額の場合は　　、変更を希望する
場合は　　、脱退者は、　　と表示すること。

４．整理番号は脱退者を除き各年度１番より振り出すこと。

○協
○労

○代

○継
○変 ○退

　　　給付基礎日額の変更
　変更を希望する場合は「第３種特別加入
保険料申告内訳名簿」⑥欄の変に○をし３
部とも、７月10日までに監督署または労働
局に提出し、承認を受けてください。
　３月２日～31日の間に「給付基礎日額変
更申請書」を提出し、すでに承認されてい
る方についても同様に記載します。

（３月２日～31日および年度更新期間以外の
受付はできませんので、ご注意ください。）

セーシェル

カナダ

パラグアイ

ジンバブエ

ドイツ

ポルトガル

カナダ

パラグアイ

元

元 4

30

2 4

2

元30 30 元

海外派遣者で労災保険に特別加入（第3種特別加入）している方

※関係する用紙は、厚生労働省ホームページに掲載しています。（下記URLもしくは
「労働保険各種様式」で検索してください。）

記入例（令和元年度年度更新時に提出したもの）

記入例（令和2年度年度更新時に提出するもの）

（参考）海外出張と海外派遣の区別について
区分 海外出張の例 海外派遣の例

業
務
内
容

1
2
3
4
5
6

商談
技術・仕様等の打合せ
市場調査・会議・視察・見学
アフターサービス
現地での突発的なトラブル対処
技術習得等のために海外へ赴く場合

1

2
3

　海外関連会社（現地法人、合弁会社、提
携先企業等）へ出向する場合
　海外支店、営業所等へ転勤する場合
　海外で行う据付工事・建設工事（有期事
業）に従事する場合（統括責任者、工事監
督者、一般作業員等として派遣される場合）

（特別加入者にかかる加入申請、脱退、変更等が発生した場合には、その都度管轄の監督署への各種届が必要です）

30 30
30 30

令和2年度より
新たに加入した
場合、⑤欄は空
欄になります。

33

32 33

（27. 1）

15

32

令 和
元令 和

令 和令和 2令 和 令 和

令 和

令 和 令和 元

　＊平成30・令和元年度「第3種特別加入保険料申告内訳名簿」

（令和元年度年度更新時に提出したもの）の⑧「令和元年度

　整理番号」欄を転記する。

令和元

令和

2元

令和

３１ 2

2

令 和

令 和

3令 和

㉛法人番号

令和は９） 令和は９）

2令 和

令和は９）

令和

令和は９）、令和は９

令和

又は 又は
又は

㉛法人番号

9801

3.00

9.00

9.00

9.00

0.02

12.00

50

〔計算方法〕 
　⑭（イ）587,094÷3＝

○第１期の保険料に全て充当し、なお余りがある場合は、原則第２期、第3期に順次残額を充当します。

第１期分㉒（イ）195,698円　　
第２期分㉒（チ）195,698円　　　
第３期分㉒（ル）195,698円　　　

6　 　10

労働保険料のみ充当した場合の例①

19

900,000 587,094 312,906

〔今期納付額の計算〕 
第１期

第２期

－

－

＋ ＝

＝

充当意思「1」を記入

保険料率等によっては、余りが生じる場合が
ありますので、その場合は、余りを必ず第１期
分へ加算してください。

となります）

312,906

195,698 195,698

117,208 78,490195,698

195,698 195,698

900,000

㉒（イ）
195,698円

㉒（チ）
195,698円

㉒（ロ）
195,698円

㉒（リ）
117,208円

㉒（ヘ）
1,135円

今期納付額
㉒（ト）
1,135円
第2期納付額
㉒（ヌ）
78,490円

12.00

3.00



26

26

27

27

（注）１．名簿には、前年度中に特別加入者であった者及び申告

時において特別加入の承認を受けている者のみを記載し、

これから承認を受ける見込みの者は記載しないこと。

２．派遣者区分欄は、JICA等の技術協力の実施の事業を行

う団体から派遣されている者の場合は　　、日本国内の事

業から「労働者」として派遣されている者の場合は　　、

日本国内の事業から「中小事業の代表者等」として派遣さ

れている者の場合は　　と表示すること。

３．給付基礎日額区分欄は、給付基礎日額が前年度（確定）

と当年度（概算）が同額の場合は　　、変更を希望する

場合は　　、脱退者は、　　と表示すること。

４．整理番号は脱退者を除き各年度１番より振り出すこと。

○協
○労

○代

○継
○変 ○退

（注）１．名簿には、前年度中に特別加入者であった者及び申告

時において特別加入の承認を受けている者のみを記載し、

これから承認を受ける見込みの者は記載しないこと。

２．派遣者区分欄は、JICA等の技術協力の実施の事業を行

う団体から派遣されている者の場合は　　、日本国内の事

業から「労働者」として派遣されている者の場合は　　、

日本国内の事業から「中小事業の代表者等」として派遣さ

れている者の場合は　　と表示すること。

３．給付基礎日額区分欄は、給付基礎日額が前年度（確定）

と当年度（概算）が同額の場合は　　、変更を希望する

場合は　　、脱退者は、　　と表示すること。

４．整理番号は脱退者を除き各年度１番より振り出すこと。

○協
○労

○代

○継
○変 ○退

　　　給付基礎日額の変更

　変更を希望する場合は「第３種特別加入

保険料申告内訳名簿」⑥欄の変に○をし３

部とも、８月31日までに監督署または労働

局に提出し、承認を受けてください。

　３月２日～31日の間に「給付基礎日額変

更申請書」を提出し、すでに承認されてい

る方についても同様に記載します。

（３月２日～31日および年度更新期間以外の

受付はできませんので、ご注意ください。）

セーシェル

カナダ

パラグアイ

ジンバブエ

ドイツ

ポルトガル

カナダ

パラグアイ

元

元 4

30

2 4

2

元
30 30 元

海外派遣者で労災保険に特別加入（第3種特別加入）している方

※関係する用紙は、厚生労働省ホームページに掲載しています。（下記URLもしくは

「労働保険各種様式」で検索してください。）

記入例（令和元年度年度更新時に提出したもの）

記入例（令和2年度年度更新時に提出するもの）

（参考）海外出張と海外派遣の区別について
区分 海外出張の例 海外派遣の例

業
務
内
容

1
2
3
4
5
6

商談
技術・仕様等の打合せ
市場調査・会議・視察・見学
アフターサービス
現地での突発的なトラブル対処
技術習得等のために海外へ赴く場合

1

2
3

　海外関連会社（現地法人、合弁会社、提
携先企業等）へ出向する場合
　海外支店、営業所等へ転勤する場合
　海外で行う据付工事・建設工事（有期事
業）に従事する場合（統括責任者、工事監
督者、一般作業員等として派遣される場合）

（特別加入者にかかる加入申請、脱退、変更等が発生した場合には、その都度管轄の監督署への各種届が必要です）

30 30

30 30

令和2年度より

新たに加入した

場合、⑤欄は空

欄になります。

33

32 33

（27. 1）

15

32

令 和

元令 和

令 和令和 2令 和 令 和

令 和

令 和 令和 元

　＊平成30・令和元年度「第3種特別加入保険料申告内訳名簿」

（令和元年度年度更新時に提出したもの）の⑧「令和元年度

　整理番号」欄を転記する。

令和元

令和

2元

令和



34 35

1月分の保険料算定基
礎額はP.38の月割早見
表を参照してください。

1月分の保険料算定基
礎額はP.38の月割早見
表を参照してください。

31

元

31

元

元

元

元

2

2

2

2

2

2

2

2

3

元

2 4 4

※既に出国及び帰国について変更届を提出している方、また派遣が令和2年度中に終了予定となる
　方について記載してください。

　海外派遣者のうち、派遣期間の終了により国内に帰国した方については、
「特別加入に関する変更届（様式第34号の 12）」の提出が必要です。
　まだ提出されていない場合は、「特別加入に関する変更届（様式第34号
の12）」を速やかに所轄労働基準監督署に提出してください。
　※様式は厚生労働省ホームページからダウンロードできます。

労災　ダウンロード 検 索

　帰国後は速やかに、「特別加入に関する変更届（様式第34号の12）」を所
轄労働基準監督署に提出してください（手続きは、海外派遣期間が終了する
日の30日前から行うことができます。）。
　※様式は厚生労働省ホームページからダウンロードできます。

労災　ダウンロード 検 索

34 35

令和 2令和

令和 2令和



34 35

1月分の保険料算定基
礎額はP.38の月割早見
表を参照してください。

1月分の保険料算定基
礎額はP.38の月割早見
表を参照してください。

31

元

31

元

元

元

元

2

2

2

2

2

2

2

2

3

元

2 4 4

※既に出国及び帰国について変更届を提出している方、また派遣が令和2年度中に終了予定となる
　方について記載してください。

　海外派遣者のうち、派遣期間の終了により国内に帰国した方については、
「特別加入に関する変更届（様式第34号の 12）」の提出が必要です。
　まだ提出されていない場合は、「特別加入に関する変更届（様式第34号
の12）」を速やかに所轄労働基準監督署に提出してください。
　※様式は厚生労働省ホームページからダウンロードできます。

労災　ダウンロード 検 索

　帰国後は速やかに、「特別加入に関する変更届（様式第34号の12）」を所
轄労働基準監督署に提出してください（手続きは、海外派遣期間が終了する
日の30日前から行うことができます。）。
　※様式は厚生労働省ホームページからダウンロードできます。

労災　ダウンロード 検 索

34 35

令和 2令和

令和 2令和



３１ 2

2

令 和

令 和

3令 和

㉛法人番号

令和は９） 令和は９）

2令 和

令和は９）

令和

令和は９）、令和は９

令和

又は 又は
又は

㉛法人番号

4

雇用保険分及び
一般拠出金は
記入不要

25,000円
9,125,000円

8,760,000円

8,030,000円

24,000円

22,000円

107,673

3

　概算保険料の記載にあたっては、申告時にお
いて特別加入の承認を受けている者のみを記載
し、これから承認を受ける見込の者は記載しな
いこと。
　確定保険料、概算保険料の上段には特例計算
以外の者、下段には特例計算の者を記載するこ
と。

（注）

4,563

4,563 85,227 85,227

2 4

2

全員が脱退もしくは事業を廃止した場合には、P.25の記入例を参考としてください。

領収済通知書欄については、P.14、P.15を参照してください。

37

（28.  1）

3

36 37

2
元令 和

令 和
元令和 令和

令和



３１ 2

2

令 和

令 和

3令 和

㉛法人番号

令和は９） 令和は９）

2令 和

令和は９）

令和

令和は９）、令和は９

令和

又は 又は
又は

㉛法人番号

4

雇用保険分及び
一般拠出金は
記入不要

25,000円
9,125,000円

8,760,000円

8,030,000円

24,000円

22,000円

107,673

3

　概算保険料の記載にあたっては、申告時にお
いて特別加入の承認を受けている者のみを記載
し、これから承認を受ける見込の者は記載しな
いこと。
　確定保険料、概算保険料の上段には特例計算
以外の者、下段には特例計算の者を記載するこ
と。

（注）

4,563

4,563 85,227 85,227

2 4

2

全員が脱退もしくは事業を廃止した場合には、P.25の記入例を参考としてください。

領収済通知書欄については、P.14、P.15を参照してください。

37

（28.  1）

3

36 37

2
元令 和

令 和
元令和 令和

令和



38

　これを「継続事業の一括」といいます（労働保険の保険料の徴収等に関する法律第9条）。ま
た、指定する一つの事業のことを

　しかしながら、事業経営の合理化や経理事務を集中管理する事業主が増加しており、事業主の事
務処理の便宜と簡素化を図る観点等から、一定の要件を満たす同業種の支店や営業所等について
は、これらの労働保険料の申告・納付等の適用・徴収事務手続きについて、指定する一つ
の事業にまとめることができる制度を設けています。

17

39

　事業主の氏名（法人の名称）、事業主の住所（本店所在地）、事業の名称・所在地・事業の
種類（業種）等に変更があった場合は、「名称、所在地等変更届（様式第2号）」を所轄の労働
基準監督署（所掌3の場合は公共職業安定所（ハローワーク））に提出してください。
　なお、法人の代表者のみの変更の場合は手続は不要です。
　なお、事業の所在地変更により、管轄の労働基準監督署（公共職業安定所）が変わる場合
は、変更後の所在地を管轄する労働基準監督署（公共職業安定所）に提出してください。

　必ず「労働保険番号」、「変更年月日」、変更箇所（変更前と変更後）、変更理由の記入をお
願いします。

◎「名称、所在地等変更届」については、ダウンロード様式はありません。最寄りの労働基準監
督署等で入手してください。

16

公共職業安定所（ハローワーク）
公共職業安定所（ハローワーク）


